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特集：福島再生可能エネルギー研究所（FREA）の地熱・地中熱研究

御嶽山，2014 年 9 月の噴火（速報）− 上空観察および報道映像から見る火口周辺の状況と火砕流の分布 − 
 中野　俊・及川輝樹・山﨑誠子・川辺禎久

●　ニュースレター

「巨大地震の後に火山噴火」は俗説か？ 須藤　茂

誕生石の鉱物科学　―　10 月　トルマリン　―　 奥山康子

新刊紹介　世界の砂図鑑：写真でわかる特徴と分類　 七山　太
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　長野・岐阜県境の御嶽山において 2014 年 9 月 27 日午

前 11 時 52 分頃（気象庁発表）に水蒸気噴火が発生し（写

真 1），火山灰は主に東方へ流れ（写真 2，3），山梨県ま

で達しました．レーダーエコー像に基づく推定によると，

御嶽山，2014 年 9 月の噴火（速報）
− 上空観察および報道映像から見る火口周辺の状況と火砕流の分布 −

中野　俊１）・及川輝樹１）・山﨑誠子１）・川辺禎久１）

１）産総研 活断層・火山研究部門 キーワード： 御嶽山，噴火，火山，御岳火山，水蒸気噴火，火山灰，火砕流

最大噴煙高度は火口上 7,000 m に達し，主に監視カメラ

などの映像から火砕流の発生も確認されました．秋の行楽

シーズンで天候に恵まれた週末の昼頃であったため，山頂

付近には多くの登山客がおり，多数の死者・負傷者がでる

 写真 1　 南方上空から見た噴煙を上げる火口群．中央の谷が地獄谷．火砕流は地獄谷および北西の斜面を流下した．
白色噴煙が卓越．中日新聞社ヘリより 28 日 11 時 59 分撮影．

写真 2　 御嶽山の東斜面を南東上空よ
り見る．左の火口から写真右
下方向へ灰色になった火山灰
の 厚 い 分 布 域 が 明 瞭 に 広 が
る．右（北）が継子岳，左端

（南）が剣ヶ峰．その間にいく
つもの火口が南北に並んで稜
線を形成している．細粒の火
山灰は山梨県まで到達したこ
とがわかっている．写真下中
央やや左に御岳ロープウェイ
の終点（飯森駅）がある．読
売新聞社ヘリより 28 日 11 時
16 分撮影．
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悲惨な状況となってしまいました．御嶽山における同程度

の噴火は，1979 年に発生した水蒸気噴火以降，初めてで

す．産総研では，噴火後速やかに複数の緊急調査班を組織

し，いくつかの調査を実施しましたが，ここでは速報とし

て，噴火翌日の 28 日に読売新聞社と中日新聞社，30 日

にテレビ東京の報道ヘリに同乗した際の撮影画像と，テレ

ビやインターネット上に掲載された映像を含めて推定した

火口や火砕流の分布について概略を報告します．

　今回の噴火の火口群は，御嶽山の最高峰（剣ヶ峰）の南

方，地獄谷の源頭部から剣ヶ峰西方にかけて，1979 年火

口列の南西側に，それとほぼ平行に，北西から南東方向に

伸びる向きに形成されました（第 1 図）．1979 年火口列

からの噴気は，今回の噴火の前後で顕著な変化は認められ

ません．

第 1 図　 2014 年 9 月 27 〜 28 日に確認された火口位置を 1997 年 7 月 1 日撮影写真に記入．番号は火砕丘が形
成された火口（写真 4 参照）．1979 年火口列および写真撮影時に確認した噴気地点も示した．地獄谷上
部は岩石の変質が進み，もろくて崩れやすく，火口の位置は正確ではない．

写真 4　 地獄谷中心部の火口付近．番号は火口の周囲に火砕丘が確
認された火口（第 1 図参照）．このうち 1 の噴煙活動はこの
時点ではほぼ停止状態．読売新聞社ヘリより 28 日 11 時 25
分撮影．

写真 3　 南西遠方より見る御嶽山（左端）から南 - 南東へ流れる噴煙．右奥の山脈は中央アルプス．噴煙は複数の層になって流れていることが
明瞭に確認できることもあった．噴煙は火山ガスが主体で火山灰は少量．読売新聞社ヘリより 28 日 15 時 57 分撮影．
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写真 5　 最も西側に形成された山頂西方の火口列．噴煙の右に舌状
の泥流（?）堆積物が認められる．読売新聞社ヘリより 28
日 11 時 39 分撮影．

写真 6　 南方上空から見た地獄谷の火口と噴煙．写真下部，地獄谷
右岸上部の小規模な噴気は 1979 年噴火以前から確認され
ていたもの．テレビ東京ヘリより 30 日 16 時 43 分撮影．

写真 7　 剣ヶ峰南方の地獄谷を流れ下った火砕流の跡（白い変色域）．
中日新聞社ヘリより 28 日 8 時 17 分撮影．

写真 8　 剣ヶ峰北西の兵衛谷上流部を流れ下った火砕流の到達
域．写真下端付近まで白色になっている．読売新聞社
ヘリより 28 日 16 時 07 分撮影．
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　28 日の上空からの観察で，地獄谷内の 3 つの火口に小

規模な火砕丘が形成されていることを確認しました（写真

4）．1979 年噴火では火口周辺に火砕丘は形成されなかっ

たことから，今回の噴火では火口近傍により多量に噴出

物がたまったと考えられます．また， 一部の火口から泥流

状のものが流れ出ていることが確認されました（写真 5）．

山頂部の一ノ池火口底や八丁たるみには，噴石落下による

直径最大１m を超える多数の衝突痕が認められました． 

　噴煙高度は，28 日午前中は火口上 800 〜 500 m 程度

でしたが，同日正午前後以降には 300 〜 200 m 程度に減

少しました．30 日も 300 〜 200 m 程度でした（写真 6）．

写真 9　 地獄谷を流れ下った火砕流の先端部．火砕流到達域での樹木
の延焼や損傷は認められない．読売新聞社ヘリより 28 日 11
時 38 分撮影．

第 2 図　 御嶽山 2014 年 9 月噴火の火口分布と火砕流の分布（暫定）．地形図は「国土地理院数値地図 25000（地
図画像）御嶽山」の一部を使用した．

NAKANO Shun, OIKAWA Teruki, YAMASAKI Seiko 
and KAWANABE Yoshihisa (2014) Eruption of On-
takesan in September, 2014.

（受付：2014 年 10 月 8 日）

　火砕流の流下によると考えられる，火砕物により白く変

色した地域は，地獄谷および北西の谷に沿って分布してい

ます（写真 7，8；第 2 図）．火砕流の流下距離は，火砕

丘を伴う火口から地獄谷沿いで約 2 km，北西側の兵衛谷

源頭部に約 1.5 km です．そのほか，王滝頂上東側や剣ヶ

峰東側の谷沿いにも，火砕流が流れたと考えられる噴出物

の厚い地域が認められました．これらの火砕流が通過した

とみられる地域では樹木の損傷や火災，炭化は認められま

せん（写真 9）．そのため，火砕流自体は樹木を焦がすほ

どの温度ではなかったと推定されます．なお，この現象

を火砕流と呼ぶか否か，専門家の間でも議論が分かれるで

しょうが，ここでは火砕サージを含めた広義の用語として

「火砕流」を用いています．

　

  この原稿執筆時点で，国内の火山噴火としては 1926 年

の十勝岳噴火以降最悪の犠牲者数に達し，自衛隊・警察・

消防の方々などによる救出活動・行方不明者捜索はいまだ

に続いています．今後の噴火活動も見通せない状況です．

亡くなられた方々のご冥福をお祈りするとともに，被災さ

れた方々やご家族の皆様に心よりお見舞い申し上げます．

上空観察の機会をいただいた読売新聞社，中日新聞社およ

びテレビ東京に感謝します．
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YASUKAWA Kasumi（2014）Introducing Fukushima Renewable Energy Institute, 
AIST (FREA).

１）産総研 再生可能エネルギー研究センター

産総研 福島再生可能エネルギー研究所（FREA）紹介 
 

FREA研究本館 
 

←福島再生可能エネルギー研究所の位置： 
福島県郡山市西部第二工業団地内 
（赤い部分は西部第二工業団地） 
 
産総研の福島再生可能エネルギー研究所は，2014
年4月，福島県郡山市に開所しました．福島再生可

能エネルギー研究所は，「世界に開かれた再生可
能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産業の
集積を通した復興への貢献」を大きな使命とし，国
内外から集う様々な人々と共に，再生可能エネル
ギーに関する新技術を生み出し発信する拠点を目
指しています． 

FREA全体の航空写真（2014年7月撮影）．風車および太陽光パネルが見えている部分が実証フィールド． 

風車は定格出力300 kW，太陽光パネルは全部で2000枚，500 kW．右手前が研究本館，左が実験別棟． 

 

FREA組織図． 

< 安川香澄１）>
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→LIDAR利用による高性能
化研究（左）と音計測システ
ム（右）． 
（FREA開所式見学会資料より） 

←水素エネルギー貯蔵・利用プロジェクト
の概念図． 
（FREA開所式見学会説明パネルより） 

→次世代結晶シリコン太
陽電池（セル・モジュー
ル）の一貫製造ライン． 
（FREA開所式見学会説明
パネルより） 

500kW

300kW

100kW

30MWh

負荷1500kW

←再生可能エネルギーネットワー
ク実証設備の概念図． 
（FREA開所式説明パネルより） 
説明は，本文を参照してください． 
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産総研 福島再生可能エネルギー研究所（FREA）地熱チーム紹介 
 

←人工地熱貯留層造成シ
ミュレータ． 
地熱チームで開発した，地
下への加圧注水による人
工地熱貯留層造成シミュ
レータ．岩石力学に基づく
シミュレーションにより，
様々な地下条件，開発目
的に対応した貯留層の形
成，微小地震の発生，抽熱
特性等を評価可能です． 

↑JBBP概念図． 
これまで人類がほぼ未到達であった，深部基盤岩内の脆
性－延性境界での工学的地熱開発を目指すJBBP (Japan 
Beyond-Brittle Project)の概念図．JBBPが成功すれば，資

源の不確定性の低減，開発可能地域の飛躍的拡大，妥
当な発電コスト，温泉との共生等，これまで地熱開発の阻
害要因とされてきた課題の多くが解決する可能性があり
ます．脆性－延性境界が浅部に存在す北海道，東北地域
において本手法は特に有効な開発手段になると考えてい
ます．本プロジェクトには産総研，東北大を中心とする内
外の研究者が参画しており，ICDP（国際陸上科学掘削プ

ロジェクト）の枠組みを利用した試験井の掘削を目指して
います． 

↓誘発微小地震の超解像マッピング． 
浅沼地熱チーム長らによる，人工貯留層造成時に発生し
た誘発微小地震の超解像マッピング結果(Asanuma et al., 
WGC2010)．波形の類似性を利用した高度な解析を適用

することにより，地下の亀裂の中を加圧された水が伝わり，
亀裂の透水性が改善されていく様子がわかります．このよ
うな高度モニタリングを実現するためには，センシングシ
ステムの開発，モニタリング計画の立案，高度解析等の一
連の技術を有している必要があります．地熱チームのメン
バーは，EU，スイス，オーストラリア等の地熱開発プロジェ

クトに参画し，現地で，貯留層造成時のリアルタイムモニタ
リングを実施してきた実績があります． 

< 浅沼　宏１）・安川香澄１）>

ASANUMA Hiroshi and YASUKAWA Kasumi（2014）Overview of research activi-
ties in Geothermal Energy Team(GET), FREA.

１）産総研 再生可能エネルギー研究センター
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産総研 福島再生可能エネルギー研究所（FREA）地中熱チーム紹介 
 

地中熱ポテンシャルマップの作成例（単位：W/m）． 

福井平野の地下水調査や地質データに基づき，地下水流動と地下温度構造などを正確に表現できる3次元モデル
を構築した後，モデル上の福井市を中心に交換量を計算し，地中熱ポテンシャルマップ（右）を作成しました．今後
は，福島県を中心とした東方地域で同様なマップを作成します． 

出典：吉岡真弓・内田洋平・與田佑季・藤井 光・宮本重信（2010） 地中熱利用適地の選定方法 その2 地下水流
動・熱輸送解析を用いた熱交換量マップの作成．日本地熱学会誌，32，241–251． 

 

福島再生可能エネルギー研究所内の地中熱実験フィールド． 
つくばセンター・地質標本館と同じ仕様の地中熱システムを導入し，地質や地下水の流れが異なると，地中熱シス
テムにどのような影響を与えるかを実証試験しています． 

< 内田洋平１）・安川香澄１）>

UCHIDA Youhei and YASUKAWA Kasumi（2014）Overview of research activities 
in Shallow Geothermal and Hydrogeology Team(SGHT), FREA.

１）産総研 再生可能エネルギー研究センター
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キーワード： 福島再生可能エネルギー研究所，再生可能エネルギー研究センター，
エネルギーネットワーク，太陽光，風力，水素キャリア，地熱，地中熱

１）産総研 再生可能エネルギー研究センター

１．はじめに

産総研の福島再生可能エネルギー研究所（以下，FREA）

は，2014年4月，福島県郡山市に開所しました（第1図）．

福島再生可能エネルギー研究所は，「世界に開かれた再生

可能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産業の集積

を通した復興への貢献」を大きな使命とし，国内外から集

う様々な人々と共に，再生可能エネルギーに関する新技術

を生み出し発信する拠点を目指しています．

産総研はFREA開所に先立つ2013年10月1日，新たな

研究ユニットである再生可能エネルギー研究センターを，

産総研つくばセンター内に発足させました．それに伴い，

2001年の産総研発足以来，地圏資源環境研究部門で行わ

れていた地熱・地中熱の研究の大部分は，この再生可能エ

ネルギー研究センターの地熱チーム，地中熱チームで行

われることになり，地圏資源環境研究部門から合計７名

の研究員が同センターへ所属変更になりました．その後，

2014年3月までに，再生可能エネルギー研究センターの

メンバーは郡山市に移り，4月のFREA開所に備えました．

このようにしてFREAは，産総研の10番目の拠点として

オープンしたのです（写真1）．

産総研　福島再生可能エネルギー研究所　
―再生可能エネルギーの大量導入の早期実現を目指して―

安川香澄１）・浅沼　宏１）・内田洋平１）・阪口圭一１）

２．経緯

それでは，なぜこの時期に新たな研究拠点が，しかも産

総研の下にさらに「福島再生可能エネルギー研究所」とい

う正式名称を持ってオープンしたのでしょうか？　

2011年3月の東日本大震災の後，同年7月の「東日本

大震災からの復興の基本方針」および「エネルギー基本計

画」などの国の方針を受け，福島県に再生可能エネルギー

の技術開発から実証までを行う研究開発拠点を整備し，世

界に開かれた研究開発を推進することが決まりました．ま

た，同方針には，新産業の集積を通して復興に貢献するこ

とも謳われています．

このため産総研は，2012年1月に，郡山市の西部第二

工業団地への研究所新設を決定しました．それから設計お

よび施工業者の選定を行い，2012年11月には郡山市と

の協力協定を結び，2012年12月に着工．そして，研究

所新設の決定からわずか2年足らずの2013年12月末ま

でに，本館，実験別棟等の研究棟がすべて完成というスピ

ード建設が行われました．震災復興のため資材や労働力が

不足する中，特別に優先して作業してもらったとのことで

す．こうして，2014年1月に竣工し，建設業者から産総

第 1 図　福島再生可能エネルギー研究所の位置． 写真１　FREA 研究本館．
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研に建物が受け渡されると，今度は4月のオープンを目指

して大型実験設備の搬入や，実証フィールドへの風車や大

量の太陽光パネルの設置が急ピッチで進められました．こ

の冬は，異例の寒さと大雪でしたので，極寒と強風の中で

屋外作業が行われたのです．ちなみに，FREAの敷地面積

は55,000 m2，101億円（平成23年度補正予算）の初期

整備総工費が費やされました．

こうして完成したFREAは，福島県の「福島県復興計

画」（2011年12月）および政府の「エネルギー基本計画」

（2014年4月閣議決定）において，福島が再生エネルギー

産業の拠点として発展していくための重要施設と位置づけ

られています．2014年4月19日には，政府要人等を招

いた大々的なFREA開所式が執り行われました．開所式の

日は晴天に恵まれ，適度の風も吹いていたため，300 kW

の風車と500 kWの太陽光パネルは，定格出力に達した

状態で，お披露目することができました（写真2，3）．

FREAでは，個々の再生可能エネルギー技術を向上させ

るとともに，それらを組み合わせて利用する場合の制御

技術とエネルギー貯蔵技術を所内で運用していくことで，

再生可能エネルギー大量導入社会に向けた技術実証を行

っていきます．

写真２　 FREA 全体の航空写真（2014 年 7 月撮影）．風車および太陽光パネルが見えている部分が実証フィー
ルド．風車は定格出力 300 kW，駒井ハルテック社製．ナセル（風車の軸受け，タービンがある部
分）までの高さは 42 m，羽根の長さは 16.5 m．太陽光パネルは全部で 2000 枚，500 kW．左列
の 200 kW 分では，国内メーカ 8 社，10 種類のパネルの効率を比較している．中央列および右列の
300 kW 分は，Q セルズ社製．

写真３　2014 年 4 月 19 日，開所式の後に FREA にて撮影した職員集合写真（東京本部，つくばセンターからの助っ人を含む）．

安川香澄・浅沼　宏・内田洋平・阪口圭一
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３．FREAの組織

FREAの組織は，大和田野芳郎所長および2名の所長代

理（宗像鉄雄，近藤道雄），福島研究業務推進室および福

島連携調整室，そして再生可能エネルギー研究センターか

ら成ります（第2図）．福島研究業務推進室は，一般的な

事務関係の業務，福島連携調整室は産学官の連携や視察対

応など外部と関係した業務を行っています．研究を行うの

は，再生可能エネルギー研究センターです．再生可能エネ

ルギー研究センターは，地質情報研究部門や地圏資源環境

研究部門などと同じ「研究ユニット」の位置づけです．

この再生可能エネルギー研究センターは，大和田野芳郎

センター長（所長と併任），古谷博秀副センター長，安川

香澄総括研究主幹の3役と，エネルギーネットワーク・チ

ーム，太陽光チーム，風力チーム，水素キャリアチーム，

地熱チーム，地中熱チーム，という6つの研究チームで構

成されます．研究チームのうち，前者4つは，産総研内の「分

野」分けでは「エネルギー・環境分野」に属しますが，地

熱チームと地中熱チームは「地質分野」に属しており，同

じ研究ユニット内で所属分野が異なるという異例の体制と

なっています．そのため，研究テーマの設定などに関して，

地熱チームと地中熱チームは，地質分野の企画室と，エネ

第 2 図　 FREA の 組 織 図（ 産 総 研 ホ ー ム ペ ー ジ　http://www.fukushima.aist.go.jp/ja/02_outline/02_
outline.html より；2014/08/20 確認）．

ルギー・環境分野の企画室との双方と連携しながら，研究

を進めています．

４．FREA における研究

再生可能エネルギー研究センターでは，再生可能エネル

ギーの「発電量が不安定」「発電コストが高い」「予測の難

しさ」などの課題を解決するための研究を進めていきます．

再生可能エネルギーの大量導入のためには，時間的に大き

く変動する，コストが高い，場所ごとに適切な技術の選択

が必要，などの課題を解決する必要があります．このため，

当研究センターでは，研究拠点に設置する実証フィールド

を有効に活用し，以下の研究開発を中心に進めます．

・ 水素や蓄電池等のエネルギー貯蔵とパワーエレクトロニ

クスを駆使した統合システム技術を開発し，時間的に変

動する大量の再生可能エネルギーを活用する技術モデル

の実証研究

・ 軽量安価な太陽光発電モジュール等，大幅なコストダウ

ンを実現する革新的技術の研究開発

・ 健全な技術普及と社会の受け入れを目的とした，地熱，

地中熱などの再生可能エネルギーデータベースの構築と

提供

産総研　福島再生可能エネルギー研究所　
―再生可能エネルギーの大量導入の早期実現を目指して―
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これらの内容を，研究チーム毎に紹介すると，以下

のようになります．

４．１　�エネルギーネットワーク・チーム　
　　　（チーム長：大谷謙仁）
「再生可能エネルギーネットワークの開発・実証」

を行います（第3図）．太陽光や風力による発電は，

天候や季節によって出力が変動する一方で，電力需要

の方も，時間帯や曜日，季節によって変動します．こ

れを上手にバランスさせるための技術を開発・実証し

ていきます．

福島再生可能エネルギー研究所へ太陽光発電，風力

発電を高密度・集中的に導入し，研究所の電力需要の

半分を再生可能エネルギーで供給します．将来の実証

実験では100%の電力自給を目指します．スマートグ

リッド，マイクログリッドの模擬実験設備を企業等に

開放し，インバータや蓄電池などプロトタイプの試験

評価のためのテストベッドとしても活用してもらう予

定です．

４．２　太陽光チーム（チーム長：高遠秀尚）
「薄型結晶シリコン太陽電池モジュール技術」を開

発します（第4図）．

薄くて軽く，高性能な太陽光パネルを開発するこ

とにより，太陽光発電による発電電力量コスト10円

/kWhを目標に，徹底的にコストを下げます．薄いこ

とは材料費の削減，軽いことは輸送費や設置費用の削

減という形で，直接的にコスト低下につながります．

高効率と省資源を達成する薄型（80μm）結晶シ

リコン太陽電池を，量産レベルで試作可能な研究開発

環境を構築します． 

低コスト・軽量モジュールの開発を，コンソーシア

ム形式（参画企業20社）で実施します． 

素材，製造装置，評価装置など様々な業種の企業と

の共同開発を推進します． 

福島大学による極薄太陽電池，JSTによる量子効果

（ナノワイヤー）太陽電池の開発とも連携します． 

４．３　風力チーム（チーム長：小垣哲也）
「高効率風車技術およびアセスメント技術」を開発

します（第5図）．

風力発電の導入拡大のため，高度な風・騒音技術の

開発，およびそれらを利用した風車予測技術を開発す

ることにより，発電電力量の５％向上と，使用年数の10%向

上を目指します．

発電電力量の画期的な増大技術として，風車ナセル搭載

LIDARによる風車の予見制御アルゴリズムを開発します．これ

は，レーザー光線を使って風車の前方で風向を測定することに

より，従来は後追いでしか調整できなかった風車の方向を事前

に調整し，発電量を向上させる技術です．

第 3 図　 再生可能エネルギーネットワーク実証設備の概念図（太陽光発電，
風力発電は導入済）．FREA 開所式見学会資料より．

第 4 図　 次世代結晶シリコン太陽電池（セル・モジュール）の一貫製造ラ
イン．FREA 開所式見学会説明パネルより．

第 5 図　 LIDAR 利用による高性能化研究（左）と音計測システム（右）．
FREA 開所式見学会資料より．

安川香澄・浅沼　宏・内田洋平・阪口圭一
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発電電力量と環境影響（騒音など）をより正確に予

測できるようにするため，サイトアセスメント技術を改

良します．

４．４　水素キャリアチーム（チーム長：辻村　拓）
「水素キャリア製造・利用技術」を開発します（第

6図）．

変動する発電出力と電力需要をバランスさせるため

には，電力を蓄え，必要な場所へ運ぶ技術が必要とな

ります．そのため，太陽光発電，風力発電等の変動す

る電力を，長期的かつ大量に貯蔵し，効率的に利用す

るシステムを開発し，再生可能エネルギーの大規模貯

蔵と電力需要の平準化を目指します．

水素を高密度に貯蔵できる水素キャリア（有機ハイ

ドライド，アンモニア等）の製造技術とこれを利用す

る高効率コジェネエンジン技術を研究開発します． 

水素キャリア製造から熱電併給までのトータルシス

テムを開発・実証します． 

４．５　地熱チーム（チーム長：浅沼　宏）
「地熱の適正利用のための研究開発」をします（第

7図）．

地熱発電を行うためには，地熱地域に井戸を掘り，

貯留層を掘り当てる必要がありますが，実際には地下

の状態を正確に知ることは困難で，掘削した井戸から

蒸気や熱水を十分生産できないという，開発リスクが

あります．また，付近の温泉への影響が懸念されるこ

ともあります．そこで，産総研の地質計測・探査技術

を駆使して，地熱貯留層の適切な開発・管理や温泉資

源との共生を実現します．

地熱の高度モニタリング技術を活用して，地熱発電

の開発に要する費用を削減します． 

環境アセスメントに要する期間や地元への配慮，温

泉審議会への対応のような社会的要因に対して合意形

成を図るためのデータと知見を提供します． 

地熱貯留層の貯留能力改善や人工貯留層開発のため

の技術開発を行い，国内外における環境と調和する適

正な地熱発電可能地域の拡大を目指します． 

４．６　地中熱チーム（チーム長：内田洋平）
「地中熱のポテンシャル評価」と「地中熱システム

の最適化技術」の研究開発を行います（第8図）．

通常のエアコン（空気熱ヒートポンプ）より高効率，

第 6 図　 水素エネルギー貯蔵・利用プロジェクトの概念図．FREA 開所式
見学会説明パネルより．

第 7 図　 地熱貯留層の貯留能力改善および人工貯留層開発の概念図．平成
26 年度日米等エネルギー技術開発協力事業の説明資料より．

第 8 図　 地中熱実験システムの概念図（左）と FREA の地中熱交換井およ
びヒートポンプの写真（右）．FREA 開所式見学会説明パネルより．

省エネルギーの地中熱利用冷暖房システムは，日本中どこでも

利用できますが，地下の地質構造や地下水の存在などによって，

採排熱できる量や最適な掘削深度が異なってきます．そこで，

地質情報を駆使して地域ごとのシステムを高性能化・低コスト

化し，普及促進します．

現地地質調査・地下水調査を実施し，地下水流動・熱交換量

予測シミュレーションに基づく地中熱ポテンシャルマップを作

成します． 

産総研　福島再生可能エネルギー研究所　
―再生可能エネルギーの大量導入の早期実現を目指して―
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このマップを使うと，地中熱利用システムの設計精度が

上がり，システムの高性能化と低コスト化が達成されます． 

様々な地質特性に最適化された地中熱利用システムの設

計技術を日大，福島県ハイテクプラザ，地元企業と共に開

発します． 

５．おわりに

「はじめに」で述べた通り，FREAのミッションには，震

災復興への貢献が含まれています．そのため，人材育成事

業や，被災地（福島県，宮城県，岩手県）企業の技術シー

ズ育成事業といった具体的な研究事業を通して，地元の活

性化を図る活動をしています．このほか，海外の再生可能

エネルギー関連の研究機関との連携も強調されており，ド

イツのフラウンホーファー，米国の国立再生可能エネルギ

ー研究所（NREL），タイの国立科学技術開発庁 （NSTDA）

といった研究機関との連携が進められています．地熱チ

ームは米国のローレンス・バークレー国立研究所（LBNL）

やインドネシアの地質局（GA），地中熱チームはタイの鉱

物資源局（DGR），地下水資源局（DMR）等との共同研究

を行っているほか，東南アジア地球科学計画調整委員会

（CCOP）や東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）

の事業を通した多国間での共同研究も行っています．

今年3月に産総研つくばセンターからFREAに異動した

メンバーは，研究職と行政職含めて40名程度でしたが，

地元採用のテクニカルスタッフ，ポスドク，産学連携によ

り科学技術振興機構（JST）や大学からFREAに常駐する

メンバー，人材育成事業により大学からFREAに通う非常

勤の大学院生らを含め，現在では150名ものメンバーが，

FREAで仕事をしています．FREAは，国内外から人が集ま

り，再生可能エネルギー大量導入の早期実現のための研究

を行う場所となっていくことを，目指しています．

地熱チームと，地中熱チームは共に，産総研つくばセンタ

ーの地圏資源環境研究部門から異動した研究員と，2014年

4月に新規採用となった研究員，そして契約職員で構成され

ます．この2チームをまとめて内部的には「地球熱ブロック」

と呼んでいます．地球熱ブロックでは，産総研つくばセンタ

ーの地質分野および大学や他研究機関との連携を行いなが

ら，地熱・地中熱の適正利用に向けた研究を展開していく予

定です．その詳細については，この後に続く２つの記事で紹

介しますので，そちらをご覧ください．

YASUKAWA Kasumi, ASANUMA Hiroshi, UCHIDA 
Youhei and SAKAGUCHI Keiichi (2014) Fukushima 
Renewable Energy Institute, AIST ― For early mass 
installation of renewable energy systems.

（受付：2014 年 8 月 20 日）
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キーワード： 地熱発電，モニタリング，EGS，温泉との共生，社会受容性，センサ１）産総研 再生可能エネルギー研究センター

１．福島再生可能エネルギー研究所における地熱研究のポ
リシー

産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所

（FREA）地熱チームでは，「地熱の適正利用のための研究

開発」をキーワードに，地熱発電に関する一連の研究活動

を行っています．地熱発電には資源の偏在性，不確定性，

開発コスト，温泉との共生，持続性の維持等，多くの導入

阻害要因があり，それらを早急に解決していくことが不可

欠ですが，このためには科学的アプローチのみならず，社

会科学的アプローチも必要となります．また，阻害要因

克服に必要と見込まれる期間も課題により大きく異なりま

す．このため，当チームでは，（a）我が国における早期の

発電量の増大や持続性維持に直接的に寄与できること，お

よび（b）科学的アプローチにより阻害要因の克服が見込

めること，という２つの観点から研究課題のプライオリ

ティ付けを行い，地域性の高い地下の状態，社会システム

に合わせて地熱資源を適正に開発・利用可能にすることを

目標に研究開発を行っています．これに加え，長期の研究

開発が必要な革新的技術についても，開発が実現した場合

の波及効果を勘案して長期的視点に立って基礎研究を行っ

ています．一方，FREAのミッションのひとつである，「新

しい産業の集積を通した復興への貢献」に寄与するために，

被災地域の企業が有する技術シーズ実用化のための支援事

業や大学等との連携による人材育成事業を行っています．

２．現在実施中の地熱研究

２．１　Engineered�Geothermal�Systems�（EGS）に関す
る研究

加圧注水，水圧破砕等の人工的な手段により新規に造

成，あるいは能力が改善した地熱貯留層はEngineered 

Geothermal Systems （EGS）と呼ばれています．EGS型の

地熱開発は欧州やオーストラリア等，非火山地域での地熱

開発において中心的役割を果たしています．また，米国で

はEGS技術のひとつである涵養技術（注水）が貯留層の持

地熱研究紹介

浅沼　宏１）

続性維持のために用いられています．

当チームでは地圏資源環境研究部門に所属する研究者ら

とともに，（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）

から「地熱貯留層評価・管理技術」（FY2013–2017）の

一部を受託し，福島県柳津西山地熱発電所での生産量増大，

持続性維持に向けた研究を行っています．地熱チームでは，

微小地震／アコースティックエミッション（AE）による

貯留層のモニタリング部分を担当しています．このための

遠隔モニタリングシステムとリアルタイム解析ソフトウェ

アの開発を実施し，2014年度末より連続モニタリングを

開始する予定です．本システムにより微小地震／ AEの発

生位置，マグニチュード等の基本的情報をリアルタイムに

FREAでモニタリング可能になるとともに，当地域で発生

する微小地震／ AEの地震統計学的性質もモニタリングす

る予定です．これらを通じて，涵養効果の高度評価，環境

影響の低減に寄与したいと考えています．

EGSにおいては既存亀裂への加圧注水が最も主要な開発

手段ですが，最適な加圧法の導出が困難である，あるい

は，加圧注水時に誘発有感地震が発生する事例がある等の

課題があります．このなかで，近年，米国やドイツの研究

機関が誘発地震の発生を抑圧した上で，亀裂の透水性を改

善する技術の導出に成功したとの報告がなされています

（Dempsey et al ., 2013 ; Zang et al ., 2013）．これらの新技

術は地下構造が比較的単純な地域を対象に開発されてきま

したが，国際共同研究により，我が国での加圧注水による

最適な貯留層作成工程設計技術の導出を目指した研究を実

施しています（平成26年度日米等エネルギー技術開発協

力事業（クリーンエネルギー利用技術及び評価技術の開発）

「地熱エネルギー抽出量増大のための革新的技術の開発」）．

ここでは，岩石力学モデルを用いた加圧注水貯留層造成シ

ミュレータを作成し，地下の状態，加圧注水の目的に合わ

せた工程を設計可能にし，また，加圧注水作業時に地下の

レスポンスに応じて工程を更新できるようにしています．

このシミュレータの基本部分は2013年度に完成し（第1

図），本年度末に国内地熱地域で小規模な加圧注水試験を

行い，本手法の有効性を検証する予定です．
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EGS型地熱開発の概念は1970年代に米国で提唱された

高温岩体（Hot Dry Rock : HDR）発電に起源を有します

が，我が国を初めとする各国で実施されたHDRプロジェ

クトを通じて，HDR型の地熱開発，すなわち，基盤岩内

に新規に地熱貯留層を造成する開発方式では，発電コスト

の高さ，誘発地震の発生，流体循環時における回収率の低

さ（Kaieda et al ., 2005）等の課題があることが明らかに

なってきました．このような問題は開発対象をより深部の

脆性–延性境界（BDT）以深とすることにより解決可能で

あると考えています（第2図）．地熱チーム所属の研究者

は東北大の地熱研究者等と連携して，BDTにおける地熱開

発の可能性を探るJapan Beyond-Brittle Project （JBBP）を

2011年より開始しています（Muraoka et al ., 2014）．地

熱チームの研究者は，プロジェクト全体のマネージメント

を行うとともに，JBBP型貯留層のモニタリング技術，地

化学的視点からの貯留層内での流れ場の理解とその制御法

の導出（第3図； Saishu et al ., 2014），貯留層造成時に発

生する誘発地震抑制法の検討等を行っています．

２．２　地熱貯留層の高度モニタリング技術に関する研究
開発

地熱貯留層は多くの亀裂により構成されていますが，各

亀裂の透水性は大きく異なっており，高い透水性（生産

性）を有する亀裂は極めて不均質に分布しています．しか

しながら，現在の技術でこのような亀裂の位置や配向を精

度よく検出することは困難であり，このことが地熱開発の

不確定性を高める主要因となっています．地熱チームの研

究者は，貯留層内で発生する微小地震／ AE，あるいは坑

井の掘削音を利用した貯留層モニタリング技術の開発を行

っています．ここでは「超解像イメージング技術」と呼ば

れる一連の高分解能の震源位置決定法，震源パラメータ推

定法，反射イメージング法等を組み合わせ，通常の方法で

はモニタリングが困難な貯留層の構造とその内部での流体

の挙動を明らかにしようとしています．また，各種の物理

探査手法により得られた結果の統合解釈法の検討も行って

第 1 図　加圧注水貯留層造成シミュレータ．

第 2 図　脆性 – 延性境界以深での地熱開発（JBBP）の概念．

浅沼　宏
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います．

地熱貯留層の探査・モニタリングでは，対象の近傍で高

分解能な情報を取得することにより，不確定性や開発リス

クの低減に結びつきます．このためには，高温高圧環境下

で動作するセンシングシステムを経済的に許容できるコス

トで実現する必要があります．本チームでは民間企業と連

携して，坑内多点弾性波モニタリング用光マイクロセンサ

システム，条件困難井でも使用可能なLWDツールの開発

等も実施しています．

２．３　温泉モニタリング技術の開発
国内の地熱開発においては社会的合意形成，特に既存の

温泉との共存を図ることが重要です．温泉資源は地熱発電

のために用いられる地熱貯留層に比して浅部に存在するこ

とが多いため，直接的に大きな影響が出る事例は少ないと

考えられていますが，両者の関連性を科学的に十分に説明

できていないのが現状です．この理由の一つとして長期間

にわたる連続的な温泉モニタリングが実現できていないこ

とがあげられます．当チームでは（独）新エネルギー・産

業技術総合開発機構（NEDO）からの受託（「地熱発電技

術研究開発」FY2014–2017）を受け，簡易遠隔温泉モニ

タリングシステムの開発を行っています．このシステムは

温泉配管に取り付け，温度，流量，電気伝導度を1分間に

一回程度計測し，各種通信回線を通じてサーバへ転送する

ものです．温泉の性状に合わせて各種センサの追加を容易

に行えるという特長も有しています．このプロジェクトを

通じて実際の温泉地で長期使用が可能なモニタリングシス

テムを実現するとともに，その運用法についての提言も行

う予定です．

地熱発電が温泉に与える影響を評価するために，当チー

ムでは，地表付近から深部マグマに及ぶ広域での物資・熱

の移動をシミュレートすることも重要であると考えていま

す．このシミュレータを「地球熱シミュレータ」と名付け，

地中熱グループ等と連携して開発を行っていく予定です．

また，地熱開発に起因する温泉変動を定量的に評価するた

めの時系列解析手法についても研究開発を始めています．

２．４　再生可能エネルギーネットワークシミュレータの
開発

再生可能エネルギーは，エネルギー密度が大きくはなく，

また，出力変動を有するエネルギー源が多いため，そのま

ま単体で既存のエネルギーネットワークに組み込むと様々

な問題を発生させることが知られています．再生可能エネ

ルギー研究センターでは，太陽光，風力，地熱による発電・

温度 [○C]

古第三系・新第三系 先古第三系堆積岩類
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震源分布（modified after Tosha et al., 1998）
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第 3 図　葛根田地熱地域における地質構造とシリカ溶解度 （Saishu et al ., 2014 へ加筆）．
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熱供給システムと地中熱利用システム，蓄電システム，水

素利用システム等を組み合わせた「福島県産エネルギー自

給自足システム」と「温暖化ガス０エネルギーシステム」

の実現を目指しています（第4図）．これを実現するため

には各要素技術の研究開発に加え，気象条件や負荷の状況

等に応じてローカルエネルギーネットワークを最適に運用

する技術を構築する必要があります．当センターでは再生

可能エネルギーネットワークシミュレータの開発を予定し

ていますが，地熱チームでは，先述の「地球熱シミュレータ」

と熱電併給地熱利用システムシミュレータを開発し，ネッ

トワークシミュレータへ組み込むことにより地域によって

大きく異なる地下の状態に合わせて地熱エネルギーをベー

スエネルギー源として適切に利用可能にしたいと考えてい

ます．

２．５　地熱発電の社会への実装に関する研究
地熱発電を実現するためには地下の状況に合わせて適切

な開発を行う必要がありますが，我々が取得可能な地下情

報は有限であるため，特に開発の初期段階においては大き

な不確定性を有さざるを得ません．このことが，過剰な設

備投資や発電コストの増大に結びついている事例があると

考えています．一方，地熱発電を実現するためには地元と

の合意形成が必要ですが，このためには，様々な立場の個

人や組織との関連性を十分に考慮する必要があります．さ

らには発電事業の経済性や地元への波及効果についても検

討すべきです．このように，地熱開発に関連する様々な事

項を総合的に検討し，地下条件，社会条件に適合させた地

熱利用システムを開発時にフレキシブルに設計する概念を

Overall System Design （OSD：総合システム設計）（Soma 

et al ., 2014）と呼び，OSD支援のためのツール開発を目

標として調査および研究を実施しています．

２．６　被災地での産業育成，人材育成事業
福島再生可能エネルギー研究所では2013年度から被災

3県（福島，宮城，岩手）での再生可能エネルギー関連産

業の創出を目指した活動を行っています（平成25年度福

島再生可能エネルギー研究開発拠点「被災地企業の技術シ

ーズ評価プログラム」，平成26年度福島再生可能エネルギ

ー研究開発拠点「被災地企業のシーズ支援プログラム」）．

ここでは，技術シーズを有する民間企業と産総研の間で共

同研究契約を締結し，産総研側で技術シーズの性能評価や

試作品の製作，試験による実用性評価等を実施しています．

地熱チームでは，民間企業が有する貯留層評価手法の評価，

坑内計測ツールの試作と性能評価，MEMS弾性波センサシ

ステムの試作と性能評価等を実施し，被災地域における地

熱関連産業の活性化とビジネスの創出を目指しています．

また，福島再生可能エネルギー研究所では「人財育成事

業」として，大学院学生をリサーチ・アシスタント（RA）

として受け入れ，教育的視点に立って研究活動を実施し

ています．地熱チームでは東北大から3名の大学院学生を

RAとして受け入れ，先進的地熱研究に従事してもらって

います．

３．研究実施体制

現在，地熱チームには常勤研究員4名（うち1名は兼務），

契約職員3名，RA3名が所属していますが，広範な地熱研

究をすべてカバーするために，地圏資源環境研究部門を中

心とするつくばの研究者との密な連携の下，研究を実施し

ています．また，加圧注水による貯留層造成技術に関して

LBNL, USGSを代表とする米国国研，ドイツ地球科学総合

研究所（GFZ）と連携した研究を実施しています．脆性–

延性境界以深でのEGSを目指すJBBPは，東北大学と共同

で科学的基礎構築のための研究を実施しています．JBBP

では東北地方で脆性-延性境界以深へ試験井を掘削し，各

種の実験を行う予定でいますが，このような超高温井の

掘削には国際的協力体制が不可欠であると考え，Interna-

tional Continental Scientific Drilling Program （ICDP） の

枠組みの下での掘削を実現することを目指しています．

第 4 図　再生可能エネルギーネットワークシミュレータの概念図．

浅沼　宏
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４．今後の展望

東日本大震災以降，再生可能エネルギーの導入を促進す

るとともに再生可能エネルギー関連新産業を創出すること

が急務となっています．地熱チームの研究実施計画を第5

図に示しますが，今後5年間程度の期間は科学的アプロー

チによる地熱発電の阻害要因の早期克服を通じて発電量の

増大と関連産業の創出を目指します．また，これに加え，

社会科学的手法の導入により地熱発電に対する社会受容性

構築手法を導出したいと考えています．

この目標を達成するためには，地質分野の研究者を初め

とする内外からの御協力が不可欠ですので，今後も皆様か

らの御支援，御指導を賜りたくお願い申し上げる次第です．
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第 5 図　地熱チームのロードマップ．

ASANUMA Hiroshi (2014) Introduction of research 
on geothermal energy at FREA.

（受付：2014 年 8 月 21 日）
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キーワード： 地中熱，水文地質，地下水流動，熱輸送，最適化１）産総研 再生可能エネルギー研究センター

１．福島再生可能エネルギー研究所における地中熱研究の
ポリシー

　福島再生可能エネルギー研究所・地中熱チームでは，研

究のポリシーとして「地域の地質環境・地下水環境と調和

した地中熱のシステム開発」を掲げています．

　地中熱利用システムは，太陽光や風力，地熱発電とは異

なり，発電する技術ではなくエネルギーを賢く使う省エネ

技術です．全体の消費電力量を削減することはもちろん，

エネルギーの最大需要量を削減することにより，ピーク

カットや発電設備の最大出力低減にも貢献できるものとさ

れています．この技術は，もともと世界オイルショックを

契機として 1980 年代から欧米諸国で広まった技術です．

技術的には新しいものではないものの，日本においては欧

米諸国と地質構造が大きく異なること，大都市における地

下水の汲み上げ規制などの理由により，その普及が停滞し

ています．そこで「地中熱ポテンシャル評価」と「地中熱

システムの最適化技術開発」を主要な研究テーマとして取

り組み，海外以上に効率の良い「地中熱利用システム」を

この福島県から広めていくことを目指しています．

　

地中熱研究紹介

内田洋平１）

２．実施中の研究

２．１　地中熱のポテンシャル評価
　地中熱ポテンシャル評価とは，地域に賦存している地中

熱エネルギーの潜在能力を明らかにすることです．地中熱

ポテンシャルの指標としては，地質構造や熱伝導率，地下

水の流速などが挙げられます．

　安定大陸に位置する欧米諸国の地質構造は，主に岩盤で

ある場合が多いですが，日本における大都市の地形・地質

の多くは堆積平野や堆積盆地であり，欧米諸国と比べて第

四紀層が厚く堆積しています．第四紀層とは，約 260 万

年前から現代までにおける，人類の出現や氷河に覆われた

時代の地層を指します．地質は砂・礫・泥などで構成され

ており，軟弱地盤で地下水の流れが活発です．その熱伝導

率は，たとえば花崗岩の場合は 3.0 W/（m・K）程度ですが，

第四紀層の熱伝導率は 1.2 W/（m・K）程度で，岩盤に比

べて 4 割から 5 割程度の値となっており，熱伝導率から

見ると地中熱システムには不利な地質条件と言えます．と

ころが，第四紀層の透水係数は高く，優良な帯水層を形成

している場合が多いのです．地下水の流れが活発であれ

ば，熱の移流効果により有効熱伝導率（見かけの熱伝導率）

第 1 図　3 次元地下水流動・熱輸送開発モデル（左）と地中熱ポテンシャルマップ（右）．
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が高くなり，地中熱利用に適してきます．つまり，日本で

地中熱システムの普及を考える場合，地域の地下水流動を

考慮することにより，効率の良いシステム設計が可能にな

ると思われます．以上の点を踏まえ当研究チームでは，地

中熱利用を念頭に置いた地質データベースやポテンシャル

マップの研究・開発に取り組んでいます．

　現在，地中熱チームでは福島県，宮城県，青森県，山形

県，秋田県の代表的な平野や盆地において３次元地下水流

動・熱輸送解析モデルを構築し，地中熱ポテンシャル評価

を行っています（第 1 図）．

２．２　日本の地下環境を活かした「地中熱システム
の最適化技術」の研究
　先にも述べましたが，大陸地域の地質は第四紀層が薄く，

地下数 m で岩盤が分布する地域が多いため，地中熱利用

システムの設計については熱の伝導のみを考慮していま

す．一方，日本の都市域の地質は第四紀層が厚く，地下水

が活発に流れているため，地中熱利用に関するポテンシャ

ル評価や環境影響評価には，熱の伝導だけではなく，地下

水の流れによる熱の移流効果を考慮する必要があります．

地下の温度は，地表面温度と地殻熱流量だけではなく，

様々な要因によって変化します．実際の地下の温度分布は

地下水の流れによる熱移流の影響を強く受けており，その

分布には大きな偏りがあります．特に浅層部分の地下温度

分布は，その地域における流域規模の地下水流動の影響を

受けているだけではなく，揚水などの人為的な影響も受け

ており，複雑であることが予想されます．第2図に地下水

流動と地下温度構造の関係を示します．地下水の流れが存

在しない状態（第2図a）の温度分布は，熱伝導のみに支

配され一様な温度勾配をもちます（第2図b）．一方，地

下水流動が生ずる場合（第2図c）の温度分布は，地下水

の涵養域と流出域において地下温度分布に熱伝導のみで形

成された温度からのずれが生じます（第2図d）．地下水

流動の速度が速くなるほどその差異が大きくなり，地下水

の流れがないときの温度勾配一定に対して地下水涵養域で

は下に凸，流出域では上に凸の温度分布が現れ，同一深度

の地下温度は涵養域でより低温，流出域でより高温となり

ます．我が国は，地下水資源（温泉も含む）が豊富です．

この豊富な地下水を活用することにより，欧米とは異なる，

独自の地中熱利用システムの発展の可能性があります．そ

のためには，地域の地下水流動と地下の温度構造を把握・

理解するための研究が重要です．

地中熱ヒートポンプシステムには，地中から熱を取り出

すために流体（水／不凍液）を循環させる方式と，揚水し

た地下水から熱を取り出す方式があり，それぞれクローズ

ドループ（第3図左），オープンループ（第3図右）と呼

ばれています．オープンループは，汲み上げた地下水の熱

を直接利用するため，熱交換のエネルギー損失がクローズ

ドループより少なくシステムとしては効率的ですが，地下

水を汲み上げて熱を交換するため，地下水の揚水規制があ

る地域では，現時点では導入が難しいとされています．オー

プンループについては，今後，汲み上げた地下水をほぼ完

全に地下へ還元できるシステム開発や，自然に湧き出てい

る湧水の利用などが期待されています．

　当研究チームでは，様々な地下水・地質特性に最適化さ

れた地中熱利用システムの研究を地元大学や企業と共同で

実施しています．

２．３　被災地企業との共同研究
　福島再生可能エネルギー研究所のミッションの一つとし

第 2 図　地下水流動と地下温度構造の関係（Domenico and Palciauskas,  1973）.

地中熱研究紹介
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て，産業集積と復興への貢献を掲げています．その中で，

平成 25 年度「被災地企業の技術シーズ評価プログラム」

と平成 26 年度「被災地企業のシーズ支援プログラム」は，

東日本大震災の被災 3 県（福島，宮城，岩手）に所在す

る企業が開発した再生可能エネルギーに関連したシーズに

対する技術支援を産総研が経費を負担して実施し，その成

果の当該企業への移転を通じて，地域における新産業の創

出を支援する事業です．地中熱チームでは，本プログラム

の一環として平成 25 年度より「地下水移流効果を有効利

用した高効率地中熱交換器の評価，ジオシステム株式会社

（岩手県）」と，「自噴井を利用したクローズドループ地中

熱ヒートポンプ冷暖房システムの性能評価，日本地下水開

発株式会社（福島県）」を実施しています．企業が有する

地中熱に関する技術と，地中熱チームが実施している地質・

地下水情報に基づく地中熱研究をカップリングさせること

により，これらの技術の早期実用化と普及促進を目指して

います．

　地中熱システムの導入には熱交換井の掘削を伴うため

初期導入コストが高く，地中熱利用システム普及の阻害

要因の一つとなっています．「地下水移流効果を有効利用

した高効率地中熱交換器」（第 4 図）の技術は，地下水流

動を積極的に取り入れることができる構造を有する熱交

換器であり，新たな電力を導入することなく，熱交換効

率の向上が期待されています．地下水の流動が期待され

る地域において本技術を利用することで，地中熱利用シ

ステムの導入コストの低減が可能となり，地中熱利用普

及へのブレークスルーにつながると考えられます．地中

熱チームでは，本システムの解析モデルを研究開発して

おり，新しい効率的な熱交換器の早期実用化に繋げたい

と考えています．

　同様に，「自噴する井戸を利用した新熱交換方式」（第

5 図）では，地下水が豊富で，かつその流動性が高い地

域において，地下水の自噴を積極的に取り入れることが

できる構造を有することにより特別な動力を使用せずに，

熱交換能力を大きく向上することが可能となる技術です．

さらに，本システムは，災害時において飲用を含めた各

種水源として利用することも可能です．地中熱チームで

は，水文地質資料，および現地地下水調査に基づいて，

会津地域における本システムの導入適地マップを作成し

ており，本システムの普及促進を目指しています．

２．４　被災地での人材育成事業
　産総研では平成 26 年 4 月 1 日より，自立的に年間を通

して産総研の研究開発プロジェクトの業務に従事できる，

優れた研究開発能力を持つ大学院生を雇用する新たな制度

「産総研リサーチアシスタント（RA）制度」を開始しました．

福島再生可能エネルギー研究所においては，本制度などを

活用して，被災地の復興・再生を担うことが期待されてい

る再生可能エネルギー産業で活躍できる人材の育成をミッ

ションの一つとして掲げています．

　地中熱チームでは，本年度より福島大学共生システム理

工学類と共同研究「会津盆地における第四紀地質構造解析

および水理構造解析」を開始しました．この共同研究では，

福島県を対象とした地中熱ポテンシャル評価解析業務の一

環として，福島県・会津地域における地質構造解析および

地下温度構造等の水理地質構造解析を実施し，地中熱ポテ

ンシャル評価の基盤データを構築することを目的としてい

ます．その波及効果として，地元の水文地質情報に詳しい

福島大学と地中熱ポテンシャル評価の全国展開を目指す地

中熱チームがタッグを組むことにより，福島県内の地中熱

システム普及が加速されることや，地中熱研究の基礎から

第 3 図　地中熱利用ヒートポンプシステムの種類．

第 4 図　地下水移流効果を有効利用した高効率地中熱交換器の概要．

内田洋平
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実用までを包含する高度人材の輩出が期待されています．

　また，6 月より地中熱チームでは福島大学から修士課程

の学生 1 名をリサーチアシスタントとして雇用し，現在，

会津地域における水文調査や地下温度構造解析などを担当

してもらっています．

３．研究実施体制

　地中熱チームには，常勤研究員 4 名，契約職員 2 名（う

ち 1 名は RA）が所属しておりますが，研究テーマ数や内

容が多岐にわたるため，地圏資源環境研究部門や地質情報

研究部門との連携を進めています．特に，福島大学との共

同研究テーマである「会津盆地における第四紀地質構造解

析および水理構造解析」では，地質構造解析や物理探査の

研究者に加えて，首都大学の先生にも参加して頂いており

ます．

　また，地中熱研究のアジア展開を目指して，CCOP 地下

水プロジェクトの一環として，タイ・チュラロンコン大学

とインドネシア・バンドン工科大学，秋田大学との共同研

究を H25 年度より開始しています．CCOP のメンバー国

では，今後，大きな経済発展が見込まれており，それに伴

う消費電力の激増が予測されています．そのような中で，

省エネルギー効果の高い地中熱システムが，これらの国々

の中で徐々に注目を集め始めています．

４．今後の展望

　「地中熱」は他の再生可能エネルギー技術とは大きく異

なり，電気を生み出すことはできません．しかし，その高

い省エネ効果により，全体の消費電力量を削減することは

もちろん，エネルギーの最大需要量を削減することが可能

です．したがって，地熱発電や太陽光，風力発電等の自然

エネルギーの発電技術と，地中熱システムのような省エネ

技術を併用することにより，再生可能エネルギーのベスト

ミックスが実現可能となります．

　地中熱チームの中期計画では，福島県を中心とした東

北地域における「地中熱のポテンシャル評価」と「地中

熱システムの最適化技術」の研究開発を実施します．

長 期計 画 では， これ ら の技 術 開発 を日 本 全国へ展開

す ると 共 に， 他 の再 生 可能 エ ネル ギー と の連携を目

指 し， 日 本 の再 生可 能 エネ ル ギー のビ ジ ョンを支え

て い き た い と 考 え て い ま す． ま た， 大 学 や 企 業 と の

共同研究を通じて，再生可能エネルギー関連新産業の創

出に努めていきます．

Domenico, P. A. and Palciauskas, V. V. (1973) Theoretical 

analysis of forced convective heat transfer in re-

gional groundwater flow. Geol. Soc. Amer. Bull ., 84,  

3803–3814．

第 5 図　自噴する井戸を利用した新熱交換方式の概要．

UCHIDA Youhei (2014) Introduction of research on 
shallow ground source energy at FREA.

（受付：2014 年 8 月 20 日）

文　献
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１）産総研 地質標本館 キーワード： 巨大地震，火山噴火，東北地方太平洋沖地震，スマトラ沖地震，アラ
スカ地震，チリ地震，富士山噴火

１．はじめに

　2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震の後，大き

な余震が続きました．3 月 15 日の夜 10 時半過ぎにも茨

城県つくば市では大きな揺れを感じました．慣れたとはい

え恐ろしい揺れでした．筆者はてっきりまた余震かと思い

ました．しばらくして，テレビ画面上に示された震源は，

全く違う場所に示されていました．×印は富士山に付いて

いました．この時受けた衝撃は忘れられません．この世の

終わりが来るような感じでした．地震でやられて，津波で

やられて，東京電力の原発事故でやられて，その上富士山

が噴火したら，もう日本は持ちこたえられないと思いまし

た．しばらく待ちました．夜遅くなっても富士山が噴火し

たという報道はありませんでした．次の日もありませんで

した．1 週間たっても，1 ヶ月たっても，1 年たってもあ

りませんでした．何だ，これは，と．

２．これまでの経緯

　何だ，これは，と思った理由は以下の通りです．

　地震と火山の噴火との間には何か関係がある，と巷間伝

えられていました．火山の噴火活動と地震の関係でよく引

用されるのは中村（1971）であり，これは 1970 年 9 月

に始まった秋田駒ヶ岳の噴火活動が，噴火開始約 1 ヶ月

後に近くで起きた地震を契機に急に衰えたことを，応力の

変化から説明したものです．同じころ，横山（1971）は，

世界各地の地震と噴火の関係例をまとめ地球物理学的な解

釈を加えました．その後，富士山の宝永噴火（1707 年）が，

巨大地震の 49 日後に発生したことから，巨大地震と火山

噴火との間には関係がある旨の記載が多くなされます．比

較的最近の出来事ですから，誰でも知りうる話であり，誰

が言いだしっぺかは筆者は不勉強にて知りません．さらに

これに加えて，他の地震と噴火の関係についても多くの論

評があります．ここではいちいち引用しませんが，インタ

ーネットで検索するとうんざりするくらいの量の情報が得

られます．それらの情報の大部分は他人の情報の孫引きな

ので，間違った火山名が延々と引用されていたりして注意

「巨大地震の後に火山噴火」は俗説か？

須藤　茂１）

を要するのですが．

　噴火は地震の後だけでなく，前に起きたという例も示さ

れます．火山の下のマグマに対する応力の急激な変化があ

った時や，変化する直前に噴火するという話です．つまり

マグマがぎゅうぎゅう押されて出てきてしまう場合もあれ

ば，地震によりマグマの上昇通路が形成されたり，減圧さ

れてマグマが発泡上昇することもあるということのようで

す．近年，雪の量が少ないと，それは地球温暖化のせいで

あると言われ，翌年雪の量が多いと，それも地球温暖化で

説明できると言われてしまった時と似た印象を受けるかも

しれませんが，ここでは論じません．

　2011 年 3 月以前，それまでの富士山の地下での地震活

動を研究していた人たちは，深さ 10 ～ 20 km あたりで

低周波地震が頻発したことがあることから，大きなマグマ

溜りではないかもしれないけれども，マグマに由来する流

体がこの辺の深さにあると考えていました（例えば，鵜川，

2007）．岩石と岩石のぶつかり合いにより起こされる地震

と違い，低周波地震は何か柔らかいものが関与して起きる

ものと解釈されているからです．2011 年 3 月 15 日に富

士山直下で発生した地震はまさにこの深さを震源とするも

のでした．

　富士山は 1707 年の噴火以降，300 年間以上にわたっ

て噴火していませんが，過去何百回，何千回と噴火を繰り

返してきました．ですから近い将来必ず噴火をするだろう

と考えられていました．これに関する文献はあまりにも多

数あり，一般社会ではもうほとんど常識になっていると考

えてもよいほどです．

３．それでどうした

　本稿執筆の時点で（2014 年 3 月 4 日），2011 年 3 月以降，

富士山も東北地方の火山も全く噴火していません．

４．これまでどうだったかの再検討

　1707 年の富士山宝永噴火の前には大きな地震がありま

した．2011 年の東北地方太平洋沖地震の後には東北地方
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の火山は噴火していません．でも，この 2 つの事実だけ

をいくら眺めてみても話は先に進みません．もっと数多く

の事例を調べなければなりません．より古い時代の例を調

べるのも 1 つの方法です．日本では 9 世紀ごろの地震と

噴火の時間関係までわかるようです．事例の数は少し増え

るだけです．

　よその国の事例を調べる方法もあります．でも，日本ほ

どよく記録が残されていない場合もあります．しかしなが

ら，最近の数十年間に限れば，横並びの記録が得られます．

ここでは，1950 年以降に起きた巨大地震と火山噴火の関

係を調べてみます．

５．結論

　「巨大地震後 3 年以内に必ずと言ってよいくらい火山噴

火が起きるそうですが」と心配している人がいたら，「こ

れまで，どこでも，3 年くらいの間には，必ずと言ってよ

いくらい，いくつかの火山が噴火していますから，特に気

にする必要はありませんよ．」と言ってあげます．

　「でも，地震後 2，3 日で噴火することもあるのでしょう」

という人がいたら，「確かにそうですね．でも今まで 9 地

震中 3 例だけですよ．」と言ってあげます．

６．地震と火山噴火データの整理

　ここで取り上げる巨大地震のデータは，米国地質調査所

のホームページ（http://earthquake.usgs.gov/earthquakes/

world/10_largest_world.php　2014/03/04 確認）から引

用しました（第 1 表）．大地震，巨大地震や超巨大地震のそ

れぞれの定義はよくわかりません．ここでは，地震と噴火

の関係を調べるために，1950 年以降に起きたマグニチュ

ード 8.6 以上の 9 地震を選択しました．震源となった断

第 1 図　 巨大地震と火山の位置図．黒三角は火山の位置を，灰色の太線は震源断層をそれぞれ示します．
震源断層の位置や大きさは概略です．①から⑨は，第 1 表中の番号と対応します．⑧と⑨の断層
域の一部は，図ではずらしてありますが，実際には重なります．

第1表　巨大地震一覧

番号 地震名（または地域名） 年月日 規模 地震断層 火山 火山の範囲 （時計回りに） 1950年 以降 地震後 3年間 地震後 3日間

(M) 長さ（ｋｍ）数 始め 終わり の噴火 の噴火 の噴火

火山数 噴火数 火山数 噴火数 火山数 噴火数

1 スマトラ北部 2005年3月28日 8.6 400 6 Sibayak Lubukraya 1 2 0 0 0 0

2 2004年スマトラ島北西沖 2004年12月26日 9.1 1350 5 Bur ni Telong Narcondum 2 19 1 3 0 0

3 2011年東北地方太平洋沖 2011年3月11日 9.0 450 23 燧ヶ岳 八甲田火山群 8 19 0 0 0 0

4 1952年カムチャッカ 1952年11月4日 9.0 600 38 Nemo Peak Zavaritsky 11 53 1 1 1 1

5 アラスカ，ラット諸島 1965年2月4日 8.7 700 6 Buldir Semisopochnoi 2 6 0 0 0 0

6 アラスカ，アンドレアノフ諸島 1957年3月9日 8.6 1100 32 Gareloi Shishaldin 17 132 2 2 1 1

7 1964年アラスカ 1964年3月28日 9.2 700 30 Yantarni Hayes 8 46 2 6 0 0

8 チリ，マウレ沖 2010年2月27日 8.8 750 37 Tupungatito Lanin 12 110 3 4 0 0

9 1960年チリ 1960年5月22日 9.5 900 44 Tromen Maca 10 80 4 5 1 1

合計 6950 221 71 467 13 21 3 3

第 1 表　巨大地震一覧．

「巨大地震の後に火山噴火」は俗説か？
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層の広がりについては，余震分布や震源断層モデル計算結

果などから様々な案が示されています．どれが正しいのか

筆者には判断できないところもありますので，念のため今

回採用した範囲がわかるように，震源となった断層の真正

面の火山の分布範囲の両端の火山名も合わせて第 1 表中

に示しました．震源断層の位置および火山の位置図（第 1

図）は，筆者の手書きですので，正確性に欠けることをご

容赦ください．

　火山の噴火記録については，世界中の噴火記録を取り

まとめた Siebert et al .（2010） およびその電子情報の最

新版にあたる Smithonian Institution, National Museum of 

Natural History, Global Volcanism Program のホームペー

ジ http://www.volcano.si.edu/（2014/03/04 確認）を基

に調べました．日本の火山の記録については，我々は多く

の情報を持っていますが，ここでは横並びを重視し，この

報告の事例をそのまま引用します．中には，噴火というよ

りは火山地域で起きた何らかの災害をもたらすような他の

自然現象も含まれています．日本の火山の例ならすぐに再

検討できますが，外国の事例にはよくわからないものも含

まれていますので，そのまま引用することにします．噴火

等と書くべきかもしれませんが，わずらわしいので，ここ

では噴火とだけ記載します．噴火活動が複数年にわたって

継続した場合，年が変わるたびに 1 件と数えました．こ

れとは別に同じ年に複数回の噴火の記載がある場合，その

ままの噴火回数を記載しました．地震のデータはすべて日

時がわかっていますが，噴火の場合，月だけ，年だけの記

載もあります．月日のわかっていない噴火については，前

後関係が明らかでない場合は，地震と関係のある噴火の中

に含めていません．

　地震断層の真正面にある火山のみを狭義の関係火山とし

て第 1 表中に示しました．実は，その範囲から少しだけ

外れたところにある火山が噴火した事例がいくつかありま

す．ここでは含めていませんので，ほかの文献のデータよ

りも噴火数は多少少なく計測されているかもしれません．

　地震発生の日時と噴火発生の日時の数え方はそれぞれの

文献で異なりますので，両者の細かな関係を知りたい方は

注意が必要です．以上の地震と噴火の基本的なデータはい

ずれも米国発です．

７．影響を受ける火山の分布範囲の採り方

　2004 年のスマトラ島北部西方沖地震の後，ジャワ島東

部の火山が噴火したら，それは地震の影響を受けたからだ

という話がありました．震源域の端から約 2000 km 離れ

ています．そんな無理な話が，とは思いましたが，そうい

う人のためにここでは震源となった断層の正面だけでなく

それより広い範囲についても噴火の数を計測する作業だけ

はしました．それらを広義の火山地域区分として第 2 表

に示しました．したがってこのうち，インドネシア西部，

アリューシャン，チリの 3 地域には，それぞれ 2 つの巨

大地震が含まれていることになります．

　第 1 図ではわかりにくいかもしれませんが，震源とな

った断層の正面にはふつう火山が連続的に分布しているの

に対し，2 番のスマトラ島北部西方沖地震や，5 番のアラ

スカ，ラット諸島地震の場合，火山の空白域があります．

どうしてそうなっているのかももちろん問題ですが，数を

数える時にどう処理するのかも問題です．筆者の解決能力

を超える問題ですので，ここでは何も特別な計算処理を加

えていません．

　第 2 表を見ると，総噴火数に対する1950 年以降の噴火

数の比が，他の地域に比べて東北日本で極端に低くなってい

ます．距離当たりの 1950 年以降の噴火数は異常に少ないこ

とはありませんので，特に不活発になったということではなく

噴火の歴史記録量の差によるものと思われます．

８．地震後 3年間の噴火

　狭義の火山分布範囲内で，巨大地震後 3 年以内に噴火

したのは，9 地震中 6 地震で，13 火山，21 噴火でした．

計測した範囲内の火山のうち，1950 年以降の約 60 年間

第2表　広義の火山地域区分

火山地域区分 火山数 長さ 100㎞ 総噴 うち 100㎞ うち 1950年以 火山地域の範囲 （時計回りに）

（km） 当り 火数 1950年 当り総 1950年 降3年間平 始め 終わり

火山数 以降 噴火数 以降 均噴火数

インドネシア西部 77 3880 2.0 872 355 22.5 9.1 17.8 ジャワ島Baluran アンダマン諸島Narcondum

東北日本 48 880 5.5 767 75 87.2 8.5 3.8 箱根 支笏

千島カムチャッカ 130 1360 9.6 924 297 67.9 21.8 14.9 マツア島Sarychev Peak Voyampolsky

アリューシャン 41 1600 2.6 355 138 22.2 8.6 6.9 バルディア島Buldir アマック島Amak

アラスカ 52 1350 3.9 250 100 18.5 7.4 5.0 Frosty Behm Canal-Rudyerd Bay

チリ 126 4250 3.0 610 183 14.4 4.3 9.2 Tacora Fueguino

合計または平均 474 13320 3.6 3778 1148 28.4 8.6 57.4

第 2 表　広義の火山地域区分．

須藤　茂
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での噴火数は 467 です．任意の 3 年間での平均噴火数は

約 23 となります．つまり巨大地震発生後の 3 年間で特に

火山活動が活発になっていたということはありません．

　広義の火山分布範囲でも同じことが言えます．第 3 表

に広義の火山分布範囲内の巨大地震発生後 3 年間の噴火

回数を示しました．邪道ですが，対応する地震と噴火だけ

でなく，よその地域の噴火数も示しました．四角枠で囲っ

たのが対応する噴火数ですが，それ以外の巨大地震に対し

ても同様な数の噴火をしていることがわかります．東北地

方太平洋沖地震後，東北日本の火山は噴火していませんが，

よその国では噴火しています．たとえは悪いですが，海の

向こうの国の王女様がくしゃみをしたら，我が国の王子様

が風邪をひいた，ということでしょうか．

９．地震後 3日以内の噴火

　狭義の火山分布範囲内で，巨大地震後 3 日以内に噴火

したのは，9 地震中 3 地震で，3 火山，3 噴火でした．3

年間では，21 噴火でした．3 年間のうちの 3 日間は，お

よそ千に三つの確率です．千に三つが 3 回は，でき過ぎ

です．しかもこの 3 火山はいずれも狭義の火山分布の範

囲内にあります．これは偶然ではないと判断してよいでし

ょう．ただし非常に大きな噴火はなかったようです．

10．終わりに

　2013 年 11 月 20 日，伊豆諸島の西之島のそばで新た

に火山島ができているという報道がありました．驚きまし

た．常時観測していないところでは，現代日本の科学技術

をもってしても，島が海面上に出現するまで，誰もこの噴

火に気が付かなかったのです．報道関係者はすぐに研究者

に今後の見通しについて尋ねました．誰も的確に答えられ

ませんでした．そうです．わかるわけがないのです．研究

者は地下のマグマがどこにどれくらいあるのか皆目わかっ

ていないからです．筆者がさらに驚いたのはこの先の話で

す．報道関係者は次に，将来日本付近で起こるであろう巨

大地震との関係も聞いてきました．目の前で起きている火

山の噴火の活動予測もできていない研究者に，それと関係

があるかどうかもわからない巨大地震の予測など現状では

できるはずがありません．報道関係者は何も事情を知らな

いで無邪気に聞いたのでしょうか．それとも研究者がわか

らないことを知っていて意地悪く確認するために聞いたの

でしょうか．
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インドネシア西部 21 18 8 18 17 12 11 11 12

東北日本 0 0 0 7 2 2 2 0 6

千島カムチャッカ 9 12 7 11 18 13 16 11 18

アリューシャン 5 6 2 7 1 2 1 4 5

アラスカ 5 6 2 8 9 5 7 0 6

チリ 7 7 6 3 5 10 6 6 16

合計 47 49 25 54 52 44 43 32 63

SUTO Shigeru （2014） A review about the relation be-
tween the great earthquake and the volcano eruption.
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奥山康子１）

誕生石の鉱物科学
―　10 月　トルマリン　―

１）産総研 地圏資源環境研究部門 キーワード： 宝石，誕生石，鉱物科学，トルマリン，電気石，リチア電気石，ペグ
マタイト，焦電性

今回は，10月の第2順位の誕生石「トルマリン　tour-

maline」をご紹介しましょう．トルマリンは日本語で電気

石と呼ばれる鉱物の英名で，語源はスリランカの言葉であ

るシンハリ語の「turmali」とされます．ここでは宝石名

としてトルマリン，鉱物名として電気石を使うことにして

いきましょう．

10月の第1順位の誕生石であるオパールが含水シリカ

という単純な化学組成であったのに対して，電気石の化学

組成は極めて多様で，正確にはいくつかの鉱物を包含する

鉱物グループに当たります．電気石グループの鉱物の一般

式は，AX3Y6B3Si6(O,OH)30(OH,F)と表されます（A，X，Y

は金属元素）．特徴的なのは，珪酸塩鉱物であるにもかか

わらず，ホウ酸基BO3 が結晶構造の一部をなすことです．

こうした化学特性を持つ鉱物を，特に「ホウ珪酸塩鉱物」

と呼びます．鉱物の中にはホウ酸基だけが重合して構造を

つくる「ホウ酸塩鉱物」という分類群があります．その結

晶化学的性質は，マイナス・イオン基とプラス電荷を持つ

金属イオンのシンプルな結合を基本とする炭酸塩鉱物など

よりも，むしろ珪酸塩鉱物に近いとされます（森本ほか，

1975）．ホウ酸基が結晶構造の一部をなすホウ珪酸塩鉱物

は，ホウ酸塩と珪酸塩の橋渡し役のような鉱物であり，電

気石はその代表でもあります．

電気石グループの鉱物では，一般式のAを占める元素は

長らくNaであると理解されてきましたが，1970年代の

マダガスカル産宝石用トルマリンの研究から，Aの半分以

上をCaが占める場合があることがわかってきて，化学組

成の見直しが進みました．この結果，電気石グループに属

する鉱物種の数は，近年目立って増えてしまいました．そ

れでも宝石トルマリンとしては，先の一般式でAがNa，X

がLiとAl，そしてYがAlである「リチア電気石　elbaite」

が圧倒的です．XがMgである苦土電気石にもまれに美し

い褐色の物があり，宝石利用されますが，その他の電気石

ともども例外的存在です． 

リチア電気石は発色を担う遷移元素を含まず，本来は無

色です．リチア電気石の屈折率は極端に高くないのでカッ

トストーンもくっきりした輪郭にならず，また光を七色に

分光する分散能も高くないためダイアモンドのようなファ

イアは望めません．残念ながら無色のリチア電気石は，宝

石としての魅力を備えていません．しかし無色であるとい

う事は，微量の遷移元素が存在すればいかようにも発色し

うる可能性を持つわけで，事実，宝石となるリチア電気石

は，第1図のように赤系・緑系・藍色系と実に多様です．

まさに，語源であるシンハリ語「turmali」の意味「多様な色」

のとおりではないでしょうか．

赤・緑・藍色のトルマリンは，それぞれの色にちなむラ

テン語からルベライト，ベルデライト，インディコライト

という宝石名を持ちます．第1図の中央より左側がルベラ

イト，中央からやや右はベルデライト，そして右端の4個

ほどがインディコライトにあたります（※電子版でご覧く

ださい）．ルベライトの語源はまた，ルビーの語源と同じ

でもあります．1個の結晶で微量元素組成が違うために部

分ごとに色が異なることは珍しくなく，たとえば柱状の結

晶の一端が緑，もう一端が紅色のものは，タイピン用に細

長くカットされ，びっくりするような値段で店頭に並んだ

りします．また，結晶の中心が赤，周りが緑色という場合は，

第 1 図　 さまざまな色のトルマリンのカットストーン．パキスタン
産．画面横幅約 10 cm．
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輪切りにした平板を「ウォーターメロン（西瓜！）」と称し，

ペンダント用などに愛用されています．色の上での別格が，

微量の銅を含むリチア電気石「パライバ・トルマリン」で，

スカイ・ブルー，水色，緑色を帯びた青色などネオン・カ

ラーと称される鮮やかな色が，他のどの宝石にも見ない特

色となっています．現在ほぼ絶産し，宝石としてはトルマ

リン離れした目の飛び出るような高値がつきます．

リチア電気石もよく見る黒い鉄電気石（※化学組成は

上記一般式でA，X，YがそれぞれNa，Fe2+，Al）も，主

に花崗岩体にともなうペグマタイトに産出します（第2，

3図）．この2つの図中の結晶のように，長く伸びた柱状

結晶であることが普通です．三方晶系で，柱状結晶の断

面は多くは角の取れた三角形からアンバラスな六角形と

なります．鉱物に関するWEBサイトの中には，電気石の

結晶図を3次元的に眺めることが出来るものがあります

（たとえば次のサイト　http://mindat.org/min-4003.html 

2014/09/04 確認）．第2図・第3図の画像と比較するの

も面白いでしょう．

リチア電気石を産するペグマタイトはLiを濃集して特

にリチウム・ペグマタイトと呼ばれ，他にも鱗雲母（lepi-

dolite）などLi鉱物を大量に産します．鱗雲母はLi資源と

されることがありますが，リチア電気石の資源化はどうで

しょうか．化学式から想像できるようにあまりLiが多く

なさそうなだけではなく，電気石一般の性質として耐酸性

が強く，化学的に分解することが難しいからです．ちなみ

に産総研のある茨城県の北部には，全国的に有名なリチウ

ム・ペグマタイトである「妙見山」があります．薄いピン

クや緑色のリチア電気石は妙見山ペグマタイトの華で，地

質標本館にも展示されています．が，残念ながら不透明で，

宝石質とはとても呼べません．

ところで，トルマリンの和名はなぜ電気石なのでしょう

か？　結晶の両端を導線でつなぐと豆電球が点灯する…な

んてことではありません！　鉱物和名はその著しい焦電

性，つまり高い温度に加熱すると結晶の両端が正・負に帯

電することにちなみます．鉱物の中でも電気石は特にその

性質が著しく，上手にやると1cm角くらいの紙片をくっ

つけて持ち上げることが出来るほど帯電します．この性質

は，電気石の分子自体が両端で濃集する電荷が異なる（※

電気的分極）ことを，マクロ・レベルで表すものです．結

晶の物理的特性としては，結晶に圧力を加えることで電荷

を帯びる圧電性が良く知られています．電気石のような焦

電性を持つ物質は常に圧電性を持ちますが，逆は必ずしも

そうではなく，つまり焦電性結晶の方がより限定的な存在

なのです．電気石を熱する焦電性の実験は簡単ではありま

すが，注意しなければならないのは150 〜 200℃程度の

高温に加熱しないと十分に帯電しないことと，電気石結晶

は脆く加熱によって破損しやすい点です．なけなしのきれ

いなリチア電気石を熱して焦電性を確かめようとしたら，

途中ではじけ飛んでしまい，おまけにカケラに当たってや

けどしちゃったということがないよう，ご注意ください．

足掛け3年にわたって連載してきた「誕生石の鉱物科学」

も，これにてしめくくりとさせていただきます．長らくの

ご愛読，ありがとうございました．

文　献

森本 信男・砂川一郎・都城秋穂（1975）鉱物学．岩波書

店，東京，640p． 

第 2 図　 緑色のリチア電気石．曹長石（手前と右側の透明感のある
部分）および鱗雲母（後方の六角板状結晶）と共存．パキ
スタン産．画面横幅約 5 cm． 

第 3 図　 群生する鉄電気石の結晶．パキスタン産．
画面横幅約 10 cm．

OKUYAMA Yasuko （2014） Mineralogical science of 
birthstones ― October: Tourmaline ―.

（受付：2014 年 9 月 4 日）

誕生石の鉱物科学　―　10 月　トルマリン　―
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新刊紹介

世界の砂図鑑：写真でわかる特徴と分類

 　須藤　定久　著

  

　著者の須藤定久氏は，工業技術院地質調査所入所以来，

砂や骨材についての研究を行ってこられた．2008 年の退

職後も産総研地圏資源環境研究部門鉱物資源研究グループ

のテクニカルスタッフとして活躍されている．

　須藤氏は，故有田正史氏と一緒に「砂と砂浜の地域誌」

シリーズを地質ニュースに全 27 回連載されていた．当

時，地質ニュース編集委員をしていた私は，同シリーズの

編集を担当させて頂くことが度々あった．地質ニュースは

2011 年 3 月号をもって発行休止となったが，彼らによる

連載は 2010 年 10 月号（No. 674）まで継続されたと記

憶している．

　私は砕屑性堆積学もしくは堆積地質学が専門であり，こ

れまで 30 年間は砂や砂岩を研究対象として取り扱うこと

が多かった．砂の定義は，1/16 〜 2 mm の大きさの粒子

群である．一見地味にも見えるが，地質や環境を大きく反

映し，地域的な特徴がある．人間社会への係わりもたいへ

ん深く，例えばコンクリートの骨材として砂が無ければ現

代社会は成り立たない．また，先日世界遺産に登録された

富士山に三保の松原が含められた経緯をみても，砂浜は日

本の景観の一部であると世界中の人達からも見られている

ことがわかる．

　この世界の砂図鑑では，“ 砂とは何か ?” の解説から始ま

り，日本のみならず世界に存在する多くの砂の中から特徴

的なものを 300 試料取り上げて，美しい砂の写真とその

成因および特徴をわかりやすく紹介している文字通りの 

“ 砂の図鑑 ” もしくは “ 砂の教科書 ” である．本書は 7 章

からなり，第１章 “ 砂とは何か？ ”，第２章 “ 日本の砂 ”，

第３章 “ 世界の砂 ”，第４章 “ 砂を調べる ”，第５章 “ 砂漠

の砂、あれこれ ”，第６章 “ 役に立つ砂 ”，第７章 “ 鳴き砂

の話 ” から構成されている．本書中に使われている文章や

写真の多くは，前述した地質ニュースの連載記事が元にな

っているらしく，その後，須藤氏が丁寧に編集しなおされ

たのであろう．

　本書の楽しみ方は人によって様々あると思うが，個人的

には，この図鑑を片手に，各地の海浜を散策するのが一番

面白いと思う．ところで，2014 年 3 月に横浜で開催され

た気候変動に関する政府間パネル（IPCC）38 回総会の報

告に基づいた最新の環境省の予測によると，21 世紀末ま

で現在の地球温暖化が継続すれば，海面が 60 〜 63 cm 上

昇し，日本を取り巻く砂浜の 85％が海岸浸食によって失

われると推定されている．その点において本書は，今後失

われる可能性が高い我が国を取り巻く美しい砂や砂浜に対

して，我々にその価値を投げかける啓蒙の書とも言えよう．

 （産総研 地質情報研究部門　七山　太）

誠文堂新光社
2014 年 2 月 28 日（初版）
サイズ：21 ｘ 15 ｘ 1.3 cm
カラー版 223 ページ
ペーパーバック
ISBN：978-4-416-11436-0
価格 2600 円＋税



GSJ 地質ニュース Vol. 3  No. 10（2014 年 10 月）     319

ニュースレター News & Letter

2013 年度第 4 四半期（2014 年１月～３月）および 2013 年度全体の地質相談報告

下川浩一（産総研 地質標本館）

　2013 年度第４四半期の相談件数は 134 件，回答者が

複数の場合の延べ件数は 174 件で 2012 年度同期（以下，

前年度；176 件，延べ 218 件）と比べて，件数，延べ件

数ともに大幅減となりました．また，2013 年度第３四半

期（以下，前期；172 件，延べ 207 件）と比べても，件数，

延べ件数ともに大幅減となりました．

　相談者の所属内訳では，前期と同様，個人からの相談が

トップで 53 件（40%），次いで企業 40 件（30%），公的

機関 18 件（13%），教育機関 13 件（10%），放送出版マ

スコミ 10 件（8%）となっています（第 1 図）．前期と比

べ個人の相談が 3 件（10%）増加し，公的機関の相談は

11 件（4%）減少しました．

　相談対応者の所属については，地質相談所が 79 件（46%）

に対応しており，地質相談所に相談があったが専門家の回

答が必要なため研究者に対応を依頼したもの，または直接

研究者に相談があったものが 50 件（28%），地質調査情

報センターと地質標本館（地質相談所を除く）が合わせて

42 件（24%），地域センターが 3 件（2%）でした（第 1 図）．

　相談者からのアクセス方法については，メール（ファッ

クス・手紙を含む）が最も多く 65 件（49%），次いで電

話が 52 件（39%），面談が 16 件（12%）となっています（第

2 図）．回答方法では，メールが 57 件（43%），電話が 48

第 1 図　 2013 年度第４四半期地質相談の相談者所属（左）および相
談対応者所属（延べ数，右）．

第 2 図　 2013 年度第４四半期地質相談のアクセス方法（左）および
回答方法（右）．

第 3 図　 2013 年度第４四半期地質相談の相談者所在地（左）および
相談対象地域（右）．

第 4 図　2013 年度第４四半期地質相談の内容内訳．
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件（36%），面談が 29 件（22%）となっており（第 2 図），

回答方法で面談が増えているのは，岩石や鉱物鑑定，化石

同定等での回答がほとんど面談によるためです．

　相談者の都道府県別内訳については，東京都の 30 件

（22%）をトップに，茨城県から 17 件（13%），埼玉県か

ら 5 件（4%）など，関東地域から 60 件（45%）の相談

がありました（第 3 図）．他の地域では大阪府と兵庫県が

同数の 9 件（7%），鹿児島県が 5 件（4%）となっており，

全体では 28 都道府県からアクセスがありました．ある特

定の地域についての相談かどうかを調べてみると，58 件

（43%）が日本各地の地質などについての問い合わせで，

外国についてのものは 11 件（8%）ありました（第 3 図）．

　今期の相談内容については，火山に関する質問が 14 件

（11%）とトップで（第 4 図），とくに企業や公的機関か

らの相談で多く，これは 2013 年 11 月に，西之島近海の

海底火山噴火で新島が誕生し現在も活動が続いていること

や，2014 年は桜島の大正大噴火から 100 年目であるこ

とが関連していると思われます．そのほか，研究・技術指導，

地質について，資試料提供，出版物問い合わせ，地震・津

波・活断層，燃料資源等，多種の案件が寄せられました（第

4 図）．企業からは研究・技術指導の問い合わせが最も多く，

個人の相談は，燃料資源に関するものがトップでした．な

お，地質図に関する相談，または地質図に基づいて回答し

た相談の件数は 19 件で，全体の 14% を占めています．

　2013 年度全体の相談件数は 743 件，回答者が複数の

場合の延べ件数は 914 件で，2012 年度（相談件数 789 件，

延べ件数 988 件）と比べて両者とも大幅に減少しました．

　相談者の所属内訳では，個人の相談が多く 301 件（41%）

で，次いで企業 194 件（26%；大企業 68 件（9%），中小

企業 126 件（17%）），公的機関 113 件（15%）となって

います（第 5 図）．

　相談対応者の所属については，地質相談所が 439 件

（48%）に対応しており，地質相談所に相談があったが専

門家の回答が必要なため研究者に対応を依頼したもの，ま

たは直接研究者に相談があったものが 231 件（25%），地

質調査情報センターと地質標本館（地質相談所を除く）が

合わせて 216 件（23%），地域センターが 28 件（3%）で

した（第 5 図）．

　相談者からのアクセス方法については，メールが最も多

く 310 件（42%）で，次に電話が 283 件（38%），面談

第 8 図　2013 年度地質相談の内容内訳．

第 5 図　 2013 年度地質相談の相談者所属（左）および相談対応者所
属（延べ数，右）．

第 6 図　 2013 年度地質相談のアクセス方法（左）および回答方法（右）．

第 7 図　 2013 年度地質相談の相談者所在地（左）および相談対象地
域（右）．
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新人紹介　①

が 140 件（19%）となっています（第 6 図）．回答方法で

は，メールが 289 件（39%），電話が 251 件（34%），面

談が 200 件（27%）となっており（第 6 図），回答方法で

面談が増えているのは，岩石や鉱物鑑定，化石同定等での

回答がほとんど面談によるためです． 

　相談者の都道府県別内訳については，東京都の 201 件

（27%）をトップに，茨城県から 136 件（18%），千葉県

から 33 件（4%）など，関東地域から 421 件（57%）の

相談がありました（第 7 図）．他の地域では兵庫県 41 件

（6%），大阪府 31 件（4%），北海道 19 件（3%）となって

おり，全体では 41 都道府県からアクセスがありました．

ある特定の地域についての相談かどうかを調べてみると，

323 件（43%）が日本各地の地質などについての問い合わ

せで，外国についてのものは 66 件（9%）ありました（第

7 図）． 

　2013 年度全体の相談内容については，地質についての

質問や，鉱物・鉱物鑑定，岩石・岩石鑑定，資試料提供，

火山など，多種の案件が寄せられました（第 8 図）．地質

についての質問は 90 件（12%）で，地方の地質や地質図

の見方等に関する相談が多く寄せられました．また，地質

標本館での面談や地質情報展，移動地質標本館などでは，

鉱物・鉱物鑑定，岩石・岩石鑑定，および化石・化石同

定の相談が多く，この 3 項目を合わせると 164 件 （22%）

でした．さらに，大企業からの相談は研究・技術指導が最

も多く，地方公共団体等の公的機関からの相談は，ジオパ

ークと資試料提供に関するものがトップでした．なお，地

質図に関する相談，または地質図に基づいて回答した相談

の件数は 106 件で，全体の 14% を占めています．

　相談件数は，2012 年度より大幅に減少しており，未登

録の相談も多いのではないかと思われます．

最首　花恵　（さいしゅ　はなえ） 再生可能エネルギー研究センター（地熱チーム）

再生可能エネルギー研究センターの地熱チーム
任期付研究員（2014 年 4月入所）最首花恵と申し
ます．専門は地化学です．

東北大学工学部機械知能・航空工学科，東北
大学大学院環境科学研究科において土屋範芳教
授に師事し，2014 年3月に博士号を取得しました．
研究室配属時から，シリカ鉱物析出反応とその地
殻環境への影響に興味をもって，研究に取り組ん
できました．熱水実験・化学平衡計算・フィール
ド調査など各手法を組み合わせ，シリカ鉱物析出
反応メカニズムと反応速度，石英脈やシリカスケー
ルの形成過程，岩石透水率や地震発生に及ぼす
地化学反応の影響を明らかにしたいと思っていま
す．産総研の地熱チームにおいては，スケール形
成の制御・抑制技術，地化学的な地熱資源量評
価手法，地熱発電と温泉の共生システム，の開発
と実用化を目指しています．異分野融合研究やア

ウトリーチ活動などにも積極的に取り組む所存です．
宮城県出身（苗字は関東），郡山市在住，東北の果物と和菓

子（特にずんだ）が好きです．最近はつくばのさくら館が別荘
になりつつあります．これからどうぞよろしくお願いいたします．

New Zealand WAITOMO にて．
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新人紹介　 ②

石橋　琢也　（いしばし　たくや）

再生可能エネルギー研究センター地熱チーム　博
士型任期付研究員の石橋琢也です．2014 年 3 月に東
北大学大学院環境科学研究科の博士課程を修了し，4
月より着任いたしました．学部時代から 9 年間を宮城
で過ごしたためか東北地方に非常に愛着があり，福
島に配属となったことには何か運命めいたものを感
じております．

専門は資源工学です．これまでは，き裂ネットワー
クにおける地殻流体の流動に関する研究に携わってま
いりました．岩石き裂を用いた室内透水実験に基づい
て，き裂流動特性のマルチスケールモデリング手法を
開発し，さらにその結果を踏まえ，き裂ネットワーク内
の優先流路のモデリング手法の開発に取り組んでまい
りました．そして，北海道苫小牧の勇払油ガス田を例に，
き裂ネットワーク内での三次元的な優先流路構造を明
らかにしました．

産総研着任後は，注水にともなう誘発地震の発生メ
カニズムや地熱貯留層内外の流体流動に関する研究に

再生可能エネルギー研究センター（地熱チーム）

対して，岩石実験と数値シミュレーションの両方の切り口か
ら挑戦していきます．これらの研究を通して，地熱エネルギー
利用の拡大に貢献できればと考えております．どうぞよろし
くお願いいたします．

Gaurav SHRESTHA （シュレスタ・ガウラブ） 再生可能エネルギー研究センター（地中熱チーム）

2014 年 4月より再生可能エネルギー研究センター・
地中熱チームに任期付職員として着任しました，シュレ
スタ・ガウラブと申します．ネパールのトリブバン大学
で修士課程を修了し，2011年3月に横浜国立大学大学
院で博士号を取得後，2012 年1月まで同大学の都市イ
ノベーション研究院にて産学連携研究員をしておりまし
た．その後，2012 年 4月から2014 年3月まで産総研特
別研究員としてGSJに所属し，現在に至っております．

大学院では水環境マネジメントに向けた水質の影響
要因分析をテーマとして野外調査，地下水循環分析，
空間情報技術（GIS)や数値解析に取り組んでおりまし
た．また，博士課程後期修了後は地中熱利用に向けた
地域の地下水・水温の把握に関する調査研究，地域冷
暖房を基盤とした地域エネルギーシステムに関する研
究にも携わりました．

地中熱チームでは，これまでの研究で培ってきたノ
ウハウを活かして，現地調査と数値シミュレーションに
基づいて地中熱利用の広域的なポテンシャル評価に取

り組んでおります．多岐にわたる地質分野については，研究・
現地調査等を通じて日々新たなことを勉強させていただいて
おります．今後も，多分野の方々から多くの知識を吸収し，
研究者として成長していきたいと思います．今後ともご指導
の程，よろしくお願い申し上げます．
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新人紹介　 ③

宇都宮　正志　（うつのみや　まさゆき）

2014 年 4 月に任期付研究員として地質情報研究部門の
層序構造地質研究グループに配属されました．専門は古
生物学と層序学で，特に石灰質ナノ化石層序を主な手法と
し，新生代の堆積盆の形成史を研究しています．横浜国
立大学の学部生時代に，化学合成二枚貝などの貝類化石
を用いて古環境復元に取り組んだことがきっかけとなり，
古生物と彼らが生きていた過去の地球環境の変遷に興味
を持ちました．その後横浜国立大学の博士課程に進学し，
2014 年 3 月まで三浦半島の前弧海盆堆積物の年代層序
と堆積環境の変遷を明らかにしてきました．

現在は 5 万分の 1 地質図幅「上総大原」（房総半島東部）
を作成するために地質調査を進めています．この地域は
学部生の頃に同期の仲間と調査に行き，ヒルと格闘しな
がら調査をした苦く懐かしい思い出があります．地質調査
所時代より数多くの先輩方が調査してきた関東地域の新
生界を担当することに身が引き締まる思いです．若輩者で

地質情報研究部門（層序構造地質研究グループ）

到らぬ部分も多いかと思いますが，所内の様々な分野の
研究者の皆さまと研究を行っていきたいと思っていますの
で，ご指導ご鞭撻のほどお願いいたします．

小畑　建太　（おばた　けんた） 地質情報研究部門（情報地質研究グループ）

2013 年 11 月より地質情報研究部門・情報地質研究グループ
に特別研究員として配属されました小畑建太と申します．専門
は衛星リモートセンシングです．2012 年 3 月に愛知県立大学大
学院情報科学研究科で学位を取得し，その後約一年半にわたり
ハワイ大学マノア校でポスドクとしてアメリカの地球観測プロ
ジェクトに従事しておりました．

大学に入学する前から環境問題や地球温暖化に興味を持ち，
学部時代から産総研に着任するまでは二酸化炭素の吸収源であ
る植生の衛星リモートセンシングに関する研究を進めてきました．
特に，長期の植生モニタリングを行うために必要な，複数の地球
観測衛星によるデータの統融合手法を開発してきました．

 産総研配属後は衛星リモートセンシングの基礎知識を生か
して，経産省の地球観測センサ（ASTER 等）によるデータの精
度を保つために必要な品質管理（放射量校正）に関する研究に
取り組んでおります．また，これまでの研究背景を生かして植
生と密接に関連する地質のリモートセンシングに関する研究も
進めたいと考えています．今後ともご指導よろしくお願いいた
します．
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新人紹介　④

遠藤　俊祐　（えんどう　しゅんすけ）

2014 年 4月1日付で地質情報研究部門地殻岩石研究
グループの任期付研究員となりました遠藤俊祐と申し
ます．名古屋大学で学位を取得し，産総研には二年間
ポスドクとして在籍しておりました．専門は変成岩岩石
学・構造地質学で，特に沈み込み帯の物質科学やテク
トニクスに関心があります．

博士課程では，エクロジャイトという沈み込み帯の奥
深くで形成される大変美しく重い岩石が，地下60~80 
kmからどうやって上昇してきたのか，という課題に取
り組みました．このエクロジャイト，日本では四国赤石
山系の急峻な稜線部を構成する岩石です．大きなガー
ネットの結晶を含む露頭からインスピレーションを受
けつつ，山中ツェルト泊で調査するのが楽しみでした．
また，稀少な低温タイプのエクロジャイトを求めてグァ
テマラ調査にも行きました．

今後は，弱変成付加体〜変成帯が分布する地域の地
質図幅作成を行う予定です．図幅調査で扱う豊富な天

地質情報研究部門（地殻岩石研究グループ）

然のデータを使って，沈み込み帯中〜深部での変成作用や
それに伴う流体発生過程を解明したいと考えております．今
後ともよろしくお願い申し上げます．

古山　精史朗　（ふるやま　せいしろう） 地質情報研究部門（海洋地質研究グループ）

地質情報研究部門海洋地質研究グループの古山精
史朗です．2014 年 3 月に九州大学で学位を取得し，4
月から特別研究員として産総研に入所しました．専
門は古生物学・層序学で，九州大では，エディアカ
ラ動物群の出現やカンブリア爆発といった先カンブ
リア紀最後期〜初期カンブリア紀の動物の進化と古
海洋環境との関係性について研究を行ってきました．
生物進化の研究では，古生物学・堆積学・地球化学
などによる多角的なアプローチが必要となるため，
学位取得に当り様々な研究手法を学ぶことができま
した．

産総研着任後はフィールドを海に移し，反射法地
震探査による沿岸域の海洋地質構造解析に取り組ん
でいます．房総沖を主な調査地域として，第四紀の
海水準変動とそれに伴う地下構造・堆積プロセスの
解明が目的です．基礎研究の意義をわきまえ，社会
に貢献できるような結果を残したいと思います．

これまでの研究とは時間スケール・研究対象が全く異なっ
ているため，戸惑うことや新たに学ぶことも多々有りますが，
何事にも積極的に挑戦し研究者としての幅を広げていきた
いと思います．御指導・御鞭撻のほどよろしくお願いします．
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